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（ ）１１５（甲南法学’ ２１）６１─１・２・３・４─１１５

はじめに

　２０１４年にスコットランドで独立の是非を問う住民投票が実施され、独

立賛成４５％に対し反対５５％で否決された時に、これで２０〜３０年の間は同

様の住民投票がスコットランド政治の主要なテーマとなることはないと

思われた。独立への動きを主導したSNP（スコットランド国民党）の党

首であったアレックス・サモンド自身が「投票は一世代に一度」と明言

していたからであり、デービッド・キャメロン政権はスコットランド独

立運動の封じ込めに成功したはずであっ た 。
（１）

　ところが、イギリスを含めた世界全体が新型コロナ感染症の猛威にさ

らされる中で、indyref 2（スコットランド独立の是非を問う２度目の住

民投票）が現実味を帯びている。概ね４０％台後半で推移していた独立に

対するスコットランドの人々の支持も、２０２０年後半には各種の世論調査

で６０％近い数字を示すようになっているのであ る 。
（２）

　前回の住民投票が終わった時には考えられなかったこのような状況を

生み出した最も大きな要因は、２０１６年の国民投票によって決まったイギ

リスのＥＵからの離脱である。数十年に一度のレベルと言っても過言で

はないイギリス政治におけるこの激変によって、スコットランド独立運
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動に新たな勢いが与えられたのであった。

　本稿では、主にテリーザ・メイ政権におけるイギリス政府とスコット

ランド自治政府のせめぎ合いを検証することによって、当面は不可能だ

と思われたindyref 2を求める路線がどのような動きを見せたのかを明ら

かにする。

EU離脱国民投票

　２０１６年６月２３日に実施されたイギリスのＥＵ離脱の是非を問う国民投

票の結果は衝撃的なものであった。５２％の賛成で離脱に対するイギリス

の有権者の賛意が示されたのである。事前の各種世論調査では離脱反対

派の優勢が伝えられていただけに、この投票がイギリス政治に与えた衝

撃は甚大なものであっ た 。スコットランドと北アイルランドにとっては、
（３）

衝撃はさらに大きなものであった。なぜなら、これら二つの地域に限っ

て言えば、離脱反対票が賛成票を大幅に上回っていたからであ る 。
（４）

　北アイルランドに関しては、イギリスがEUから脱退するということ

は、アイルランドと北アイルランドの境界がEUとイギリスの境界にな

ることを意味してい た 。１９６０年代を中心に３０００人以上もの犠牲者を出し
（５）

てきたアイルランド紛争が１９８８年のベルファスト合意（聖金曜日協定）

により収束し、アイルランドと北アイルランドの国境をまたいだ移動の

自由が保障されるようになっていたのであるが、イギリスがEUから脱

退するのであれば、アイルランドと北アイルランドの間の国境管理も復

活することになり、紛争の再燃さえ危惧される事態となった。後述する

ように、この国境管理の問題は、イギリスとEUの間の離脱交渉におい

て主要な議題の一つとなったのである。

　スコットランドでは、この結果に対して自治政府首相のニコラ・スタ

ージョンが声明を出し、民主主義の観点から受け入れがたいとの態度を

明らかにした。スコットランドでは６２％もの投票者が離脱に反対した。
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さらに言えば、投票が行われた３２のカウンシル全てで反対票が賛成票を

上回っていたのである。２０１４年の住民投票の時には、地域によって独立

への賛否が分かれていたが、今回はスコットランド全体でEU離脱に反

対する声が大きくなっていたのである。それにも関わらず、イギリスの

中で圧倒的な人口を有するイングランド（とウェールズ）の意向により、

EUからの離脱を余儀なくされることになる今回の投票結果は、スコッ

トランドの人々の多くにとって到底受け入れられるものではなかった。

　２０１４年の住民投票の時には、スコットランド独立に反対する勢力が

「ベター・トゥギャザー」と名付けられた投票キャンペーンを組織した。

独立後の通貨の問題などとともにそこで強調されたのが、独立したスコ

ットランドがEUに加盟できずに孤立する将来像であった。スコットラ

ンドは数十年に渡ってヨーロッパ統合の一員であり、独立したスコット

ランドがEUに加盟し続けることには何の障害もないというのが独立賛

成派の主張であったが、EU側の姿勢はそれを後押しするものではなか

った。

　ジャン＝クロード・ユンケルの前任者として欧州委員会委員長を務め

たジョゼ・バローゾはバローゾドクトリンと名付けられた見解の中で、

EU加盟を望む独立国に対しての特別扱いはなく、加盟申請をしている

国々の列に同じように並ばなければならないとの考えを示していた。さ

らに、スペインの首相からは、国内の分離主義を勢いづかせることを危

惧して、スコットランドの加盟自体を認めない方針が示されていたので

あ る 。
（６）

　このような状況のもとで、ベター・トゥギャザーは独立に反対するこ

とこそがEU内部に居続けるための唯一の道であるとの主張を展開し、

それがかなりの説得力を持ったのであった。スコットランドの人々は、

EU外で孤立しかねない可能性を孕む独立よりも現状維持の安定を選ん

だ。ところが、今回の投票結果は、スコットランドがEUに居続ける明
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確な意思を表明しているにも関わらず、イングランドの一方的な路線転

換により、イギリスの他地域とともにEUから引き剥がされかねない事

態を招いているのであった。

　国民投票が実施された２０１６年の５月にはスコットランド議会選挙が行

われており、SNPは単独過半数には２議席足りなかったものの、独立路

線に積極的な姿勢を示している緑の党の閣外協力を得て、スタージョン

が引き続き自治政府を率いることになっていた。この時のSNPのマニフ

ェストでは、ある条件を満たす場合にはindyref 2の実現に向けて動き出

す姿勢が明らかにされていた。その条件とは、一つがスコットランドの

有権者が独立を望む明確で持続的な証拠があることであり、具体的には、

世論調査において独立賛成が独立反対を１０％以上リードする状況が１年

間以上続くような事態が想定されていた。もう一つの条件は、スコット

ランドを取り巻く状況に重要かつ実質的な変化がある場合であり、具体

的にはイギリスがEUから離脱する事態が想定されていたのであっ た 。
（７）

　国民投票の結果を受けたスタージョンの動きは素早いものであった。

６月の末にはブリュッセルに赴き、ユンケル欧州委員会委員長とマルテ

ィン・シュルツ欧州議会議長を含むEU首脳にスコットランドが住民の

大多数の願い通りにEUに残留できるように働きかけを始めていた。こ

のような動きに対し、スペインとフランスは、今回の国民投票を受けて

始まる交渉ではイギリス政府のみを相手とする姿勢を明確にし、スコッ

トランドとの交渉を認めない方針を打ち出してい た 。
（８）

　ブレグジットが避けられないものであることを前提とすれば、スコッ

トランドにとって残された最も現状維持に近い選択肢は、イギリス全体

がEUから離脱する中で、スコットランドはEUに残留するというもの

であっ た 。一見すると奇妙に思えるこの選択肢については、グリーンラ
（９）

ンドという先例が存在しており、「逆グリーンランドモデル」と呼ばれて

いた。グリーンランドはデンマークの一部としてECに加盟していたが、
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ECの漁業政策に対する不満を募らせ、１９８２年の住民投票の結果、デン

マークのみがECから離脱することとなった。ある国の一部がECから

脱退し、他の地域はECに残留するということが可能なのである。それ

に加えて、イギリスという国だけを考えても、マン島やチャネル諸島な

どの地域は、イギリスの領土でありながら、EUには加盟していない。

但し、これらの例では、EC/EUのメンバーとなる地域が圧倒的に大き

い状況となっており、イングランドなどが脱退する一方で、スコットラ

ンド（と北アイルランド）が残留する場合と同列に論じることができる

かどうかについては疑念が残るところであ る 。さらに言えば、マン島や
（１０）

チャネル諸島とは違い、スコットランドはイングランドと地続きであり、

スコットランドがEUに残留した場合には、スコットランドとイングラ

ンドの間にハードボーダーが設置されることにより、スコットランド経

済に甚大な影響を与えることが危惧されていた。実際にも、EU加盟国

の一部からスコットランドとの事前交渉を拒否する声が出ており、これ

は実現可能性の乏しい選択肢であった。

　そうである以上、スコットランドがEUの一員であるためには、EU

から離脱するイギリスから独立し、EUに加盟することが唯一の方法で

あった。但し、スコットランドの独立派も一枚岩ではなく、強硬派と穏

健派の路線対立が存在していた。スタージョンの前任者であり、１度目

の住民投票を主導したサモンドらは、EUの一員であり続けるために独

立を回避するという状況ではなくなった以上、できるだけ早い時期にin-

dyref 2を実現させるべきであると主張していた。それに対し、スタージ

ョンに代表される穏健派は、住民投票に確実に勝利できる情勢を見極め

ることができるようになるまではindyre 2に突き進むことに慎重であっ

た。なぜなら、２０１４年に続いての独立路線の敗北は、スコットランドの

独立運動とそれを主導するSNPに致命的な影響を与えかねないからで

あった。例えば、カナダのケベック州の独立運動は、１９９２年の２度目の
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住民投票において独立寸前の状況にまで至ったが、僅差で独立路線が否

定された結果、現在に至るまで勢いを取り戻せないままとなっているの

である。前回の住民投票で大きな足枷となった通貨問題は解決されてい

ないままであるのに加えて、原油価格も低迷したままであった。さらに、

２０１４年の住民投票、２０１５年の総選挙、２０１６年のスコットランド議会選挙

と国民投票など、立て続けの選挙や投票のために独立支持派が運動疲れ

の状態に陥っているとの指摘や、アイルランドとの国境問題が独立後の

イングランドとの国境問題を想起させたとの指摘も存在してい た 。
（１１）

メイ政権とEU離脱通告

　国民投票という大きな賭けに敗北したキャメロンには離脱に向けた

EUとの困難な交渉を主導するだけの力は残されておらず、７月には内

相であったテリーザ・メイが首相の座を引き継いだ。政権発足後間もな

く、メイは初めての公式訪問先としてスコットランドを訪れ、スタージ

ョンと面会した。その中で、スコットランドがEUに残留できる全ての

選択肢の検討をスタージョンが要請したのに対し、メイは離脱に関する

議論にスコットランド政府が深く関わることを求めたものの「１度目の

住民投票は公正で合法的なものであり、その結果は決定的なものである」

と述べ、indyref 2については否定的な見解を示し た 。
（１２）

　その後、スコットランド自治政府とイギリス政府の間でEU離脱を巡

る様々な攻防が繰り広げられることになるのであるが、比較的早い時期

に司法による判断が出されたのがいわゆるミラー判決である。ここで主

に争われていたのが、イギリスのEU離脱には議会の承認が必要である

か否かという点であった。イギリス国民の意思は国民投票によって明確

に示されており、政府の持つ国王大権を用いて離脱方針をEUに通告す

ることは可能であるというのが政府の考えであったが、その点について

は議会主権重視の観点から議会の承認が必要であるとの判断が下された。
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それに付随して、EU離脱についてスコットランドや北アイルランドな

どの地方政府の同意が必要であるか否かも争点となっていた。イギリス

政治におけるいわゆるスウェル習律は、地方に影響を及ぼす立法に関し

て、地方政府の同意なしに行うことはないというものであるが、それは

あくまで政治的習律に過ぎず、地方議会の同意が必要であるとは言えな

いというのが最高裁の判断であった。これが認められていれば、スコッ

トランドが一種の拒否権を持つことになり、その後の展開は大きく異な

っていたと思われるが、地方政府の期待に反して、そのような決定はな

されなかったのであっ た 。１９９０年代以降のイギリス政治の分権化の中で、
（１３）

イギリス政府とスコットランド、ウェールズ、北アイルランドの地方政

府の間で政策を調整する枠組みとして合同閣僚会議も新設されたが、こ

こにおいても実質的な審議はなされないままであっ た 。
（１４）

　EU離脱自体を食い止めるだけの権限がスコットランドには与えられ

ていないという状況の中で、スコットランドの利益を守るための様々な

選択肢を検討したのが１２月に出された白書であった。「ヨーロッパにお

けるスコットランドの地位」と名付けられたこの白書の中で、イギリス

全体が欧州単一市場と関税同盟に残留すべきであるが、イギリスが離脱

するのであれば、スコットランドだけでもノルウェー、リヒテンシュタ

イン、アイスランドのようにEEAの枠組みを利用して単一市場に留ま

るべきであると主張されていた。スコットランド政府によれば、この方

式であれば２０３０年までの成長率の減少を２．７％にとどめることができる

が、カナダ型の自由貿易協定を導入する場合には６．１％、合意なき離脱と

なった場合には８．５％の減少になると予測されてい た 。
（１５）

　そのような主張に加えて、現在はEUの管轄である漁業・農業・環境

保護・雇用・移民などの分野での権限もEU離脱後にはイギリス政府で

はなくスコットランド自治政府に与えられるべきであるとも主張されて

いた。それに対してイギリス政府は、国内市場を保護し、国際協定を円
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滑に結ぶためにも全国的な枠組みで取り組むべきであると主張していた。

さらに、EUの共通農業政策や構造調整基金の枠組みでスコットランド

やウェールズが受け取ってきた補助金の再配分問題も浮上してい た 。
（１６）

　２０１７年の３月にイギリス政府はEUに対して離脱通告を行った。これ

により、２年後にはイギリスがEUから離脱する見通しとなった。この

際に、スコットランドの人々を憤慨させる出来事があった。スコットラ

ンドで離脱問題の担当者となっているラッセルがイギリス政府からこの

通告について事前に知らされず、イギリスの通告によるリスボン条約第

５０条の発動をイギリスの公共放送BBCのニュースで知ることになった

のであ る 。メイ自身がスタージョンに対して離脱交渉におけるスコット
（１７）

ランドの関与を約束していたにもかかわらず、このような事態を招いた

ことは、スコットランドに対するイギリス政府の姿勢を如実に物語って

いたということができる。

　スコットランド側の動きとしては、３月１３日にイギリス議会がブレグ

ジット法案を可決した際に、離脱の諸条件が固まる２０１８年秋からEU離

脱が実現する２０１９年春までの間にindyref 2を実現させる意向をスタージ

ョンが示した。それに対するメイの反応は、将来のパートナーシップや

独立に代わる選択肢についての十分な情報がない状態でスコットランド

の人々に極めて重要な判断をさせるのはフェアではなく、今はスコット

ランドとイギリスにとっての正しい取り決めを獲得するために協調すべ

きであるというものであっ た 。３月末には住民投票に関するイギリス政
（１８）

府との交渉権限をスコットランド議会がスタージョンに付与する決定を

行なったものの、イギリス政府は交渉を拒否する方針を示した。スコッ

トランド担当大臣であるマンデルは、ブレグジットのプロセスが終わる

まではindyref 2に関する話し合いは全く行われないとの見通しを語って

いた。実際のところ、保守党内部でも離脱交渉の方針について深刻な亀

裂が生じており、メイ自身がスコットランドの要求に対応している余裕
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はなかったのであった。

２０１７年総選挙

　このような状況を打開するためにメイが思い切って選んだのが６月に

総選挙を実施するという方策であった。イギリス議会は２０１１年に制定さ

れた議会任期固定法により原則として任期中の解散はしないことになっ

ていたが、議会の３分の２の賛成があれば解散が可能となっており、今

回は最大野党労働党が解散に応じたため、総選挙が行われることとなっ

た。労働党自体も党首コービンの党運営をめぐって揉めており、各種世

論調査でも保守党のリードが続いていたため、保守党内の権力基盤の強

化のためにこのような強硬策にメイは打って出たのである。

　前首相のキャメロンの辞任を受けて首相に就任したメイは総選挙の洗

礼を受けていなかった。スタージョンとの対談にあたってもその点が指

摘され、スコットランド議会選挙で連勝しているスタージョンに自らの

民主的正当性と独立路線に対するスコットランドの有権者からの委任の

重みが強調されていたのであった。

　２０１７年６月に実施された総選挙の結果は意外なものであった。議席数

を伸ばすと思われていた保守党が過半数に届かず、いわゆるハングパー

ラメントの状態が生じたのである。保守党は第一党の座は守ったものの

少数与党となり、北アイルランドの地域政党であるDUPの閣外協力を

得ることとなった。SNPと自由民主党にとって保守党との協力はあり得

ず、過半数にあと８議席足りない保守党にとって、協力を求めることが

できるのはDUPだけであった。DUPは北アイルランドにおいてプロテ

スタント勢力を代表する政党であり、イギリスの統一性を重視していた。

このDUPの協力を得ることを余儀なくされたという事実が、その後の

EUとの交渉におけるメイ政権の選択肢を狭める結果となった。

　それに加えて、今回の総選挙におけるもう一つの意外な結果がスコッ
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（甲南法学’ ２１）６１─１・２・３・４─１２４（ ）１２４

トランドにおいて生じていた。２０１５年の総選挙でSNPがスコットラン

ド選挙区の５９議席中５６議席を獲得したという結果はそれまでのイギリス

政治の常識を超えたものであり、地域政党のSNPがイギリス議会にお

いて第３勢力になるという異例の大勝であった。そのことを踏まえれば、

２０１７年総選挙ではある程度の議席減が予想されていなかったわけではな

かったが、SNPが２１議席減の３５議席となり、前回わずか１議席であっ

た保守党が１３議席獲得した今回の選挙結果はスコットランドのナショナ

リストにとっては大きな痛手となった。何よりも象徴的だったのが、ス

コットランド独立運動の旗手として圧倒的な存在感を放ってきたサモン

ドと副党首としてウェストミンスター議会でSNP議員のリーダーを務

めたアンガス・ロバートソンまでが議席を守れなかったという事実であ

っ た 。
（１９）

　今回の選挙前には保守党支配に対抗するために「進歩同盟」と名付け

られた連立の枠組みがSNPから労働党と自由民主党に対して呼びかけ

られており、メイからは「カオスの連立」であると批判されるとともに

警戒もされていたのであるが、実現に至ることはなかっ た 。
（２０）

　この選挙結果を受けて、スコットランド保守党の党首として今回の健

闘の立役者となったデビットソンは「indyref 2は死んだ」とまで言い放

っ た 。今回の保守党の善戦とSNPの退潮は、総選挙におけるスコットラ
（２１）

ンドにおいて独立への賛否が主要な対立軸となり、保守党が独立に反対

する有権者の受け皿になることに成功したことが一つの要因となってい

ると指摘されている。それに加えて、SNPのスコットランド統治に対す

る批判、特に経済的なパフォーマンスと教育問題に対する不満がスコッ

トランドの有権者の投票行動に反映されたとの指摘もあ る 。コービンの
（２２）

登場による労働党の伝統的路線への回帰もSNPにとっての痛手であっ

た。なぜなら、独立支持層も一枚岩ではなく、保守党やブレア路線の労

働党による自由主義的な政策から逃れる唯一の手段としてスコットラン
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（ ）１２５（甲南法学’ ２１）６１─１・２・３・４─１２５

ドの独立を支持してきた人々が、コービンに象徴されるより平等を重視

した労働党支持へと流れる可能性が考えられるからである。

　スタージョンもデビットソンの発言について力強く反論する術を持た

ず、選挙直後にindyref 2の棚上げを示唆し、同月末にはブレグジット前

のindyref 2の実施を断念することを公表したのであった。さらに、スコ

ットランドの漁業従事者の間でEUの共通漁業政策に対する強い不満が

存在するなど、独立後のスコットランドのEU加盟に消極的な人々もい

ることを踏まえ、独立後も即時のEU加盟を留保し、まずはEFTAの一

員になるなど段階的にEU加盟を目指す方針もスタージョンは明らかに

してい た 。９月にスコットランド自治政府が発表した政策も教育の立て
（２３）

直しを重視しており、indyref ２はスコットランドの人々に望まれてはい

ないという認識が示されていたのである。実際にも、スコットランドに

おける１０月の世論調査では、回答者の５２％が５年以内のindyref 2の実施

に反対しているという結果が示されていた。

　２０１７年にはスペインからの分離独立をかねてから要求しているカタル

ーニャ州がスペイン政府の承認がないままに独立の是非を問う非公式の

住民投票を実施し、話題となった。投票率自体は５０％にも満たないもの

であったが、賛成票は９０％以上に達した。ただし、この投票結果がもた

らしたのは、住民投票を主導したカタルーニャ州首相のカルラス・プッ

チダモンらの期待を完全に裏切るものであった。カタルーニャ自治州政

府の閣僚たちが解任され、中央政府の認めない住民投票を強行した罪に

問われる事態となったのである。プッチダモンは身柄の拘束を恐れてベ

ルギーに亡命することとなっ た 。保守党政権がindyref 2を認めようとし
（２４）

ない中で、スタージョンはカタルーニャのような非公式の住民投票の可

能性は否定している。
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（甲南法学’ ２１）６１─１・２・３・４─１２６（ ）１２６

迷走する離脱交渉

　前述したように、DUPの閣外協力が必須となった制約を受けつつ、苦

い敗北を味わった総選挙直後にイギリス政府とEUとの離脱交渉が始め

られた。そして２０１７年末には基本合意がまとめられ、貿易協議を含む第

２段階の交渉に進むこととなっ た 。
（２５）

　メイ政権としてソフトブレグジットに大きく舵を切ったのが、２０１８年

７月に公表されたチェッカーズ合意であった。首相就任以降、「ブレグジ

ットはブレグジット」だと断言していたメイが追求していた点は以下の

４つである。まず、EU離脱を求める機運を高めた主な要因である移民

への不満を解消するために、EU諸国との間の人の移動の自由を制限す

ることである。次に、主権回復の一環として、EU司法裁判所の管轄か

ら外れることである。このことにより、イギリスは評判の悪い様々な

EUの規制から自由になることが期待されていた。さらに、EU以外の

国々と通商交渉をする自由についても同じく主権回復の一助として捉え

られていた。最後に、EUへの財政負担からの自由も謳われていた。一

つ目の点は、単一市場には残らないことを意味し、三つ目の点は関税同

盟からの離脱を意味しており、ハードブレグジットと呼ばれるものであ

ったが、この時期になってメイは方針転換を余儀なくされたのであった。

しかし、この方針転換は保守党内の強硬離脱派にとっては裏切りとしか

捉えられないものであり、デイビット・デイビスEU離脱相とボリス・

ジョンソン外相が辞任を発表する事態を招いたのであった。

　８月にはメイがスコットランドを訪問し、スタージョンとも話し合い

の機会をもった。その中でスタージョンはチェッカーズ合意の実現可能

性に対する疑念を表明し、合意なき離脱を回避する新たな案の作成をメ

イに求めたが、メイはスコットランドとイギリス国内のその他の地域と

の取引額がスコットランドとEUの取引額の４倍に上ることを指摘し、
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（ ）１２７（甲南法学’ ２１）６１─１・２・３・４─１２７

イギリスにとって良い合意はスコットランドにとっても良い合意であり、

スコットランドはEU離脱交渉においてイギリス政府を支持すべきであ

ると答えるにとどまっ た 。
（２６）

　そして２０１８年１１月には、イギリス政府とEUが離脱協定案と政治宣言

案に合意したことが発表された。離脱協定案の主な内容としては、イギ

リスによる未払金の支払いや、EU市民の権利保障などが挙げられるが、

問題となったのは、北アイルランドとアイルランド共和国の間の厳格な

国境管理を回避する方策、いわゆるバックストップ（安全策）であった。

EU側の当初の案では、北アイルランドのみが関税同盟と欧州単一市場

に事実上残留し、ハードボーダーの復活を回避することになっていたが、

最終的には、移行期間終了までに国境問題が解決しない場合に、イギリ

スは関税同盟に事実上残留し、さらに北アイルランドを単一市場の規制

下に置くという内容となった。国境問題の解決とは、先端技術の導入に

より、アイルランドと北アイルランドの間の国境管理が事実上必要なく

なる事態が想定されており、具体的には生体認証技術や国境を越える物

品の電子的スキャン技術の導入などが検討されていたが、実現の見込み

は立っていない。離脱強硬派からは、規制の基準はイギリスとEUで違

いはないので、国境での検査は不要であるとの指摘もあるが、離脱後に

イギリスが他国との貿易協定を結ぶ中でEU基準から離れていく可能性

は存在しており、そのような事態における解決策も提示されていない。

このような事情から、国境問題の解決が直ちに実現する可能性は少ない

ものであっ た 。
（２７）

　イギリスの強硬離脱派にとって今回の離脱協定案は受け入れられない

ものであった。なぜなら、EUとイギリスが単一の関税区域となるとい

う形で事実上イギリスが関税同盟に残留することになれば、EU域外の

国と自由な交渉をする権利が阻害され、EU離脱によるイギリスの主権

回復にとって大きな妨げとなるからであった。それに加えて、バックス
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（甲南法学’ ２１）６１─１・２・３・４─１２８（ ）１２８

トップを終了させるためにはイギリスとEUの合意が必要とされており、

このこと自体がイギリスの主権を損ねているだけではなく、イギリスを

事実上EUの枠組みに縛り付ける危険性が認識されていたのである。さ

らに、イギリスの一体性を何よりも重視するDUPの立場からすれば、

北アイルランドのみがEUの規制に服すという点でイギリスの他地域と

異なる扱いをされるこの案は受け入れがたいものであっ た 。
（２８）

　スコットランドにとっても、北アイルランドを特別扱いするバックス

トップ案は看過できるものではなかっ た 。北アイルランドのみにEUへ
（２９）

のハードルの低いアクセスが保証される事になれば、スコットランドに

おける雇用と投資に甚大な影響を与えることが懸念されていた。北アイ

ルランドの国境問題に関しては、スコットランド自治政府は繰り返し北

アイルランドと同じ扱いを要求することとなった。２０１６年の国民投票で

離脱反対票が過半数となったのは北アイルランドとスコットランドにお

いてであり、北アイルランドの人々の声が離脱交渉に反映されるのであ

れば、スコットランドの人々の声も当然尊重されるべきであると考えら

れたのである。それに加えて、協定案には北アイルランドだけでなくキ

プロスとジブラルタルについても議定書が付加されていながら、スコッ

トランドに対する特別扱いについては何も触れられていない点も人々を

苛立たせてい た 。
（３０）

　離脱交渉において北アイルランドが特別扱いされる理由としては、次

の２点が挙げられる。まず、北アイルランドはEU加盟国であるアイル

ランドと国境を接しており、この国境管理の方法が問題になること。そ

して、何よりも重要なのが、ベルファスト合意により、アイルランドと

北アイルランドの自由な往来が保証されている以上、紛争の再燃を避け

るためにはなんとしても現状を維持する必要があるという事実である。

ベルファスト合意を崩壊させる危険性のある形での離脱に関しては、ア

イルランドが拒否権を行使できる立場にもあるのであった。アイルラン
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（ ）１２９（甲南法学’ ２１）６１─１・２・３・４─１２９

ドの首相であったエンダ・ケニーとその後任のレオ・バラッカーはEU

加盟国の地位を最大限に利用して、アイルランドと北アイルランドの利

益を守ろうとしてきたのである。例えば、北アイルランドがアイルラン

ド共和国に併合される場合には、かつて東ドイツ（ドイツ民主共和国）

が西ドイツ（ドイツ連邦共和国）と統一した時と同様に、特段の手続き

を経ずにEUの一員となることができるとの見通しがEUの首席交渉官

であるミシェル・バルニエによって示されてい る 。スコットランドがい
（３１）

くら声高に北アイルランドと同等の扱いを主張しても、これら２点の要

件を欠き、北アイルランドにとってのアイルランド首相のような強力な

擁護者をEU内に持たない以上、その主張は受け入れられるものではな

かっ た 。このような状況はスコットランドの独立派にとっては不満を募
（３２）

らせるものであったが、イギリスの統一性を重視する人々からも、スコ

ットランドと北アイルランドの扱いが異なる事による不満の増大が原因

となり、スコットランド独立を求める声がさらに高まるという事態も懸

念されてい た 。
（３３）

　離脱協定案は当初２０１８年１２月１１日にイギリス下院において採決される

予定であったが、それに向けてスタージョンも活発な動きを見せていた。

一つは、保守党内部のEU残留派やよりソフトな離脱を求める議員たち

に対して共闘の呼びかけを行ったことである。さらには、２度目の国民

投票に向けてのいかなる提案をも支持する姿勢を示し、EU残留派勢力

が結集して２度目の国民投票を求めた「ピープルズボート」運動に対す

る支持を表明した。その中で、EU離脱の決定には投票者の過半数だけ

でなく、イギリスの４つの地域全てにおける離脱賛成票の過半数が必要

となることや、２度目の国民投票に付随してindyref 2を実施することも

提唱されてい た 。
（３４）

　実際の採決は直前になって２０１９年１月１５日に延期された。そして採決

の結果は、与党提案が２３０票差で否決されるという空前絶後のものとな
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（甲南法学’ ２１）６１─１・２・３・４─１３０（ ）１３０

った。離脱強硬派を中心に保守党内部から１００名以上の造反者を出した

結果であった。１月２９日には離脱協定案に対する７つの議員提出法案に

ついて採決され、その中にはSNPが提案した離脱延期を求める修正案

も含まれていたが、SNP所属議員以外の支持が得られず、圧倒的大差で

否決されていた。

　１月１５日の否決を受けてメイはEUとの協議を進め、３月１１日にはユ

ンカー欧州委員会委員長との間でストラスブール同意と名付けられた共

同文書を発表したが、バックストップ発動回避への努力や、発動後も恒

久化を避ける方針が確認されただけで、離脱協定案の内容を実質的に変

えるには至らなかった。イギリス国内においても、法務長官が法的な意

味では変更はないと指摘していた。その結果、翌１２日に行われたイギリ

ス下院における２度目の採決でも、１度目の採決の時より票差は縮まっ

たものの、離脱協定案は再び否決されることとなった。その後３月末か

ら４月初頭にかけて離脱協定案の３度目の採決や議会主導の示唆的投票

も含めた採決が行われたが、事態の打開につながるものとはならなかっ

た。この中には、SNPが中心となって提出した代替案も含まれており、

合意なき離脱が議会で否決された場合には、離脱そのものを撤回すると

いう内容であったが、これも大差で否決されている。

メイの辞任

　このような迷走状態を脱却するためにメイが模索したのが最大野党労

働党との歩み寄りであった。労働党党首のコービンとの直接の協議は不

調に終わったものの、EU離脱協定を国内法に提要するための法案にこ

れまで否定してきた再度の国民投票の実施を盛り込み、野党の譲歩を促

したのであ る 。そしてこのことがメイにとっては致命傷となった。法案
（３５）

の内容に不満を抱いたアンドレア・レッドサム院内総務が即座に辞任す

ると、保守党内部でもメイの辞任を当然視する空気が広がっていった。
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（ ）１３１（甲南法学’ ２１）６１─１・２・３・４─１３１

そして５月２７日になって、メイは６月７日に保守党党首を辞任し、新た

な党首が決まり次第首相の座からも退く意思を表明したのであった。歴

史的な大差で自身が提出した法案をされ、野党との歩み寄りにも失敗し、

５月のイングランドの地方選挙でも多くの議席を失ったメイの辞任は当

時のイギリス政治においては折り込み済みのものであり、人々の関心は

誰が次の首相となるのかという点に速やかに移っていったのであった。

　メイの辞任を受けてスタージョンは再び総選挙の洗礼を受けないまま

首相が入れ替わる事態に不快感を示すとともに、メイを辞任に追い込ん

だことで勢いを増す強硬離脱派の議員が首相の座につくことにより、イ

ギリスが合意なきブレグジットに突き進むことに対する懸念を表明して

いた。他方で、スタージョンはスコットランドにおける「市民議会」の

設置を表明し、各界の代表者がスコットランドの将来を話し合う場を設

けることにしてい た 。この頃には、indyref 2を求める大規模なデモがス
（３６）

コットランド各地で定期的に開催されるようにもなっていた。

　新たな保守党党首の座を争った候補者達のindyref 2に対する態度は以

下のようなものであった。最有力候補であったジョンソンは繰り返し連

合王国の統一性の大切さを指摘し、それを危険に晒すことは認めないと

明言していた。外相のジェレミー・ハントはスコットランドの人々が再

度の住民投票を望んではいないとの認識を示し、人々の声に応えるべき

であると強調していた。環境相のマイケル・ゴーブによれば、再度の住

民投票は「コストがかかり、人々を分断させ、投資を冷え込まし、繁栄

を終わらせ、不確実性を生み、家族をバラバラにし、刺々しさを際立た

せるものであり、間違いである」とされていた。唯一レッドサムだけが

indyref 2に対して「決してないとは決して言わない」という表現で、そ

の可能性を否定はしなかっ た 。
（３７）

　そして実際に党首の座を射止めたのは、スタージョンの危惧していた

通り、強硬離脱派の旗手ともいえるジョンソンであった。そして彼はイ
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ギリスをメイが為し得なかったEU離脱に導くことになる。メイよりも

さらに強硬な態度を取るジョンソンとスタージョンの攻防については稿

を改めて論じたい。

（１）　この住民投票については以前に論じた。池田佳隆「独立の是非を問う住民投
票をめぐるスコットランド政治」甲南法学第５６巻１、２合併号、２０１６年。

（２）　https://www.ipsos.com/ipsos-mori/en-uk/record-public-support-scottish-inde-
pendence

（３）　EUにおいてもブレグジットは深刻に受け止められ、全般的に市民の信頼が
低下していることを前提として、EUの将来像についての様々な検討が行われる
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３月。
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　　なお、同じくデンマーク領でありながら、アイスランドとの経済共同体を設立
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